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H6.8.2
H12.7.7
H12.11.27
H12.11.29
H13.1.6
H13.1.22
H13.3.29
H13.6.26
H13.11.7
H13.12.6
H14.6.18
H15.7.2
H15.8.8
H16.2.6
H16.6.15
H16.9.10
H16.12.7
H17.2.24
H18.1.19
H18.7.26
H19.4.5
H19.7.26
H19.11.7
H20.2.19
H20.6.11
H20.8.20
H20.9.12
H21.4.9
H21.5.20
H21.7.6
H22.5.11

高度情報通信社会推進本部を内閣に設置
情報通信技術戦略本部を内閣に設置／IT戦略会議を設置
IT基本戦略
高度情報通信ネットワーク社会形成基本法(通称：IT基本法）が成立
高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（通称：IT戦略本部）を内閣に設置
e-Japan戦略
e-Japan重点計画
e-Japan2002プログラム
「e-Japan重点計画、e-Japan2002プログラムの加速・前倒し」～IT関連構造改革工程表（最終とりまとめ）～
IT分野の規制改革の方向性（IT関連規制改革専門調査会報告）
e-Japan重点計画-2002
e-Japan戦略Ⅱ
e-Japan重点計画-2003
e-Japan戦略Ⅱ加速化パッケージ
e-Japan重点計画-2004
IT国際政策の基本的な考え方
情報セキュリティ問題に取り組む政府の役割・機能の見直しに向けて
IT政策パッケージ-2005
IT新改革戦略
重点計画-2006
IT新改革戦略　政策パッケージ
重点計画-2007
ITによる地域活性化等緊急プログラム骨子
ITによる地域活性化等緊急プログラム
IT政策ロードマップ
重点計画-2008
オンライン利用拡大行動計画
デジタル新時代に向けた新たな戦略～三カ年緊急プラン～
地上デジタル放送への移行完了に向けて緊急に取り組むべき課題への対応策について
i-Japan戦略2015
新たな情報通信技術戦略

年　月　日 概　要

※　基本的な国家戦略を受け、当該施策の具体的な目標及びその達成の期間を定めたものが重点計画である

図表5-1-1-1　我が国のICT戦略の歩み
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　政府は、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進することを目的に、平成
13年 1月に、「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」（平成 12年法律第 144 号）を施行するとともに、高
度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）1を設置した。
　その後、「我が国が 5年以内に世界最先端の IT国家になること」を目指した「e-Japan 戦略」（平成 13年 1月）、
「『IT利活用により、元気・安心・感動・便利』社会を目指す」こととした「e-Japan 戦略 II」（平成 15年 7月）
をはじめ、随時、戦略や重点計画等を策定している（図表 5-1-1-1）。
　平成 22年 5月には、新たな国民主権の社会を確立することを目的に、①国民本位の電子行政の実現、②地域の
絆の再生、③新市場の創出と国際展開を重点戦略（3本柱）として、「新たな情報通信技術戦略」を策定した 2（図
表 5-1-1-2）。

ICTによる新たな経済成長第　     節2
Chapter1

1 参考：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部： http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/
2 参考：新たな情報通信技術戦略：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/100511honbun.pdf 

2
Chapter 国家戦略の推進1
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第2部 情報通信の現況と政策動向

○政府・提供者が主導する社会から国民が主導する社会への転換には、徹底的な情報公開による透明性
の向上が必要であり、情報通信技術が果たす役割は大

○国民が主導する社会では、市民レベルでの知識・情報の共有が行われ、新たな「知識情報社会」への転
換が実現し、国民の暮らしの質を飛躍的に向上

○今回の戦略は、過去の戦略の延長線上にはなく、新たな国民主権の社会を確立するための、非連続な
飛躍を支える重点戦略（３本柱）に絞り込んだ、我が国の持続的成長を支えるもの

○戦略の実施に当たっては、これまで効果を上げていない原因を徹底的に追求し、関係府省間、自治体等
との連携等を進め、国を挙げて強力に推進

① 「国民主権」の観点から、政府内で情報通信技術革命を徹底し、国民本位の電子行政を実現
② 情報通信技術の徹底的な利活用により地域の絆を再生
③ 新市場の創出と国際展開

◆基本認識

◆重点戦略（３本柱）

図表5-1-1-2　国民主権の社会を確立するための新たな情報通信技術戦略の概要

　平成 21年 12月 22日、原口総務大臣は、地域主権型社会への転換を目指す「『緑の分権改革』推進プラン」と、
ICTの利活用による持続的経済成長の実現を目指す「ICT維新ビジョン」の二つを、原口ビジョンとして発表し
た 3。このうち「ICT維新ビジョン」においては、①地域の絆の再生、②暮らしを守る雇用の創出、③世界をリー
ドする環境負荷軽減を、2050 年を見据えた達成目標としている。具体的には ICTの徹底利活用により、すべて
の世帯（100%）でブロードバンドサービスを利用すること等を目指し、フューチャースクールによる協働型教育
改革、電子行政による行政刷新等を推進することとしている。
　さらに、平成 22年 5月、ICT維新ビジョンを具体化した「ICT維新ビジョン 2.0」を発表した 4（図表 5-1-2-1）。
同ビジョンの中では、
　①	 知識情報社会を支える基盤の構築
	 2015 年頃を目途に「光の道」100%（全世帯がブロードバンドサービスを利用）を実現
　②	 日本の総合力の発揮
	 「日本× ICT」戦略により、今後 10年間（2011 ～ 20 年）の年平均潜在成長率約 2.6%を実現
　③　�地球的課題の解決に向けた国際貢献
	 ICTパワーにより、2020 年にCO2 排出量の 10%（90年比）以上の削減を実現
することを目標としている。

2
Chapter 新たな成長戦略ビジョン（原口ビジョン）の推進2

（1） ICT 維新ビジョンの公表

3 参考：ICT 維新ビジョン：http://www.soumu.go.jp/main_content/000048728.pdf 
4 参考：ICT 維新ビジョン 2.0：http://www.soumu.go.jp/main_content/000064361.pdf

http://www.soumu.go.jp/main_content/000064361.pdf
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第1節ICTによる新たな経済成長

知識情報社会を
支える基盤の構築

実現目標

「光の道」１００％の
実現

日本の総合力の
発揮

「日本×ＩＣＴ」戦略に
よる３％成長の実現

地球的課題の解決
に向けた国際貢献

ＩＣＴパワーによる
ＣＯ２排出量

１０％以上の削減

達成目標 ロードマップププッッッッママドマドロ ププップップママドマドマロロロ ドマロードマップロードマップ
■ 「光の道」100%の実現

■　ICTによる協働型教育改革の実現

■　健康・医療・介護分野等におけるICT利活用の推進

■　電子行政の強力な推進による無駄削減・オープンガバメントの推進

■　新たな電波の有効利用の促進

■ 「スマートクラウド戦略」の推進による新サービスの創出

■ 「オープン型電子書籍ビジネス環境」の創出

■　デジタルコンテンツ創富力の強化

■　ICT人材戦略の推進

■　地域におけるICT利活用の促進

■　革新的ICT基盤技術の研究開発の推進

■　日本発ICT（J-ICT）の国際展開の推進

■ 「ICTグリーンプロジェクト」の推進

●　2015年頃を目途に、すべての世帯（4,900万世帯）でブロードバンドサービスの利用を実現

●　2020年までに、フューチャースクールの全国展開を完了

●　2020年までに、自己の健康医療情報を管理・活用できるとともに、全国どこでも遠隔医療や救急時に
　　医療機関間等で情報共用できる「健康医療クラウド」を整備

●　2013年に、国民本位の電子行政を実現

●　ホワイトスペース等新たな電波の有効利用により、2020年時点で新たに50兆円規模の電波関連市場
　　を創出

●　2015年時点で新たに約2兆円のクラウドサービス市場を創出

●　2020年時点で5,000億円のデジタル出版市場を創出

●　2020年までに、デジタルコンテンツのグローバル展開やネットワーク流通促進により、10兆円の経済
　　波及効果を実現するとともに、2012年までに適正な流通を確保するための体制を整備

●　2020年までに、35万人の高度ICT人材を育成

●　2013年までに、「地域のICT利活用率」を倍増

●　2020年までに、現在の情報通信ネットワークの限界を克服する新世代のICTインフラの構築のための
　　革新的技術を確立

●　2015年までに、日本の先進的なICTを30億人規模の海外市場（インド、中国、東南アジア、南米、アフ
　　リカ等）に展開

●　2020年までに、ICTパワーによりCO2排出量10%以上の削減を実現

指示検討状況
報告

指示検討状況
報告

指示検討状況
報告

指示
（敬称略）

検討状況
報告

　昭和60年の電気通信市場の自由化、電
電公社の民営化以降、講じられてきた各種規
制緩和措置や制度改革等が電気通信市場
の公正競争にもたらした効果等を検証。

座長：黒川和美
　法政大学大学院
　政策創造研究科教授

座長代理：相田　仁
　東京大学大学院
　工学系研究科教授

過去の競争政策の
レビュー部会

　IP化、ブロードバンド化、モバイル化等近年
及び将来の市場環境の変化を踏まえ、グロー
バルな視点から市場のさらなる発展に向けた
課題の解決方策について検討。

座長：山内弘隆
　一橋大学大学院
　商学研究科教授

座長代理：徳田英幸
　慶應義塾大学大学院
　政策・メディア研究科委員長

電気通信市場の環境
変化への対応検討部会

　少子高齢化による国内市場の縮小を補
い、新たな雇用を創出する観点から、コンテン
ツ事業者、メーカー等を含む幅広いICT関連
企業によるオールジャパン体制でのグローバ
ル展開を促進する方策を検討。

座長：寺島実郎
　財団法人日本総合研究所
　会長

座長代理：岡　素之
　住友商事株式会社
　代表取締役会長

国際競争力強化
検討部会

　創造、協働の理念に基づき、環境問題や
医療問題といった世界各国が直面している地
域的・地球的課題について、コンテンツの豊か
な流通を含むICTの利活用により、全ての
人々が等しく恩恵を享受できるような解決方
策を検討し、APEC関連会合等の場で提示す
るなど、リーダーシップを発揮する。

座長：金子郁容
　慶應義塾大学大学院
　政策・メディア研究科教授

座長代理：村上輝康
　株式会社野村総合研究所
　シニア・フェロー

地球的課題検討部会

　少子高齢化の急速な進展による経済成長への影響等が懸念される中、グローバルな視点から、競争政策を環境変化に対応したものに
見直すとともに、ICTの利活用により、我が国及び諸外国が直面する経済的・社会的課題等の解決に貢献するため、タスクフォースを発足。

政策決定プラットフォーム
（総務大臣、総務副大臣、総務大臣政務官（政務三役）及び各部会の座長・座長代理から構成）

連携 連携 連携

図表5-1-2-1　ICT維新ビジョン2.0〜ヒューマン・バリューへの投資〜

図表5-1-2-2　グローバル時代におけるICT政策に関するタスクフォース

　少子高齢化の急速な進展による経済成長への影響等が懸念される中、グローバルな視点から、競争政策を環境変
化に対応したものに見直すとともに、ICTの利活用により、我が国及び諸外国が直面する経済的・社会的課題等
の解決に貢献するため、総務省は、平成 21年 10月、「グローバル時代における ICT政策に関するタスクフォース」
を発足させ、新たな ICT政策について検討している 5（図表 5-1-2-2）。同タスクフォースの部会において、平成
22年 5月に、「光の道」構想実現に向けた基本的方向性等の取りまとめを行った。

（2） グローバル時代における ICT 政策に関するタスクフォース

5 参考：グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォース：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/global_ict/index.html

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/global_ict/index.html
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第2部 情報通信の現況と政策動向

企業や産業の枠を越えて、社会システム全体として、膨大な情報・知識の共有を図ることができる
次世代のクラウドサービス（スマート・クラウドサービス）の開発・普及によるＩＣＴの利活用の徹底を実現。

■クラウドサービスの利活用を図る上で、我が国は世
界的に見て最適のネットワーク（ブロードバンド）環境

■行政・医療・教育・農林水産業等の分野におけるＩＣＴ利活用
の立ち遅れ
■クラウドサービスの普及によるＩＣＴの徹底的利活用が必要

スマート・クラウドサービス

クラウドサービス
（クラウドコンピューティング技術を活用したサービス）

利用者が必要なコンピュータ資源を「必要な時に、必要な量だけ」サービスとして利用可能。

世界最先端のネットワーク環境 ＩＣＴ利活用の遅れ

社会インフラの
高度化の実現

産業の枠を越えた
効率化の実現

環境負荷の軽減 企業のグローバル
展開の促進

図表5-1-2-3　クラウドサービス普及に向けた基本的考え方

　民主主義の基礎となるインフラである ICT分野において、「言論の自由を守る砦」をはじめとする国民の権利保
障等の在り方について幅広い観点から検討することを目的として、平成 21年 12 月から、総務省において、「今後
の ICT分野における国民の権利保障等の在り方を考えるフォーラム」を開催している 6。

　脳科学と ICTを融合した脳情報通信技術は、チャレンジド（障がい者）や高齢者の支援への適用や、超低消費
エネルギーで不測の事態にも柔軟に対応できる ICTネットワークの実現に寄与するものと期待されている。この
ため、総務省では、平成 22年 4月から「脳と ICTに関する懇談会」を開催し、取り組むべき課題や推進方策等
を検討している。今後、平成 22年 7月を目途に中間とりまとめを行い、同年度末には最終報告を取りまとめ公表
する予定である。

　クラウドネットワーク技術の発達により、情報通信システムやその利活用分野において、従来とは異なる ICT
の利活用が可能となる一方、クラウド技術の相互運用性の確保、適切な情報流通の確保の在り方、国際的なルール
の在り方など様々な課題も指摘されている。
　そこで、総務省では、クラウド技術の発達を踏まえた様々な課題について包括的に検討するとともに、次世代の
クラウド技術の方向性を明らかにすることとして、平成 21年 6月から「スマート・クラウド研究会」を開催し、
同 22 年 5月に最終報告書を取りまとめ、公表した 7。最終報告書では、クラウドサービスの普及を契機として、
我が国における ICTの徹底的な利活用を進め、国民生活の質の向上、新たな経済成長の実現、国際競争力の強化
等を実現することが重要な政策課題であるとしている。こうした観点から、クラウドサービスの利活用の促進、次
世代クラウド技術の研究開発や標準化の推進、国際的なコンセンサスの醸成やグローバル連携を推進するための戦
略として、｢スマート・クラウド戦略 ｣を提言している （図表 5-1-2-3）。

（3） 今後の ICT 分野における国民の権利保障等の在り方を考えるフォーラム

（5） 脳と ICT に関する懇談会

（4） スマート・クラウド研究会

6 参考：今後のＩＣＴ分野における国民の権利保障等の在り方を考えるフォーラム：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/kenri_hosyou/index.html
7 参考：スマート・クラウド研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/smart_kuraudo/index.html

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/smart_kuraudo/index.html
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第1節ICTによる新たな経済成長

放
送
法

有
線
ラ
ジ
オ
放
送
法

有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
法

電
気
通
信
役
務

利
用
放
送
法

電波法（無線）

有線電気通信法（有線）

※　NTT法、青少年インターネット環境整備法、プロバイダ責任制限法等は、今般の改正の対象外

電気通信事業法

有線放送電話法

通　信 放　送 通　信・放　送

現行の法体系 新たな法体系

放送法

電気通信事業法
(一部改正あり）

有線電気通信法（有線）
（一部改正あり）

電波法（無線）
（一部改正あり）

有線テレビジョン放送法、有線ラジオ放送法、
電気通信役務利用放送法の３法を廃止し、
放送法に統合

有線放送電話法を廃止し、電気通信事業法
に統合

（1）放送法改正関係
　　① 放送の参入に係る制度の整理・統合、弾力化
　　② マスメディア集中排除原則の基本の法定化
　　③ 放送における安全・信頼性の確保
　　④ 放送番組の種別の公表
　　⑤ 有料放送における提供条件の説明等
　　⑥ 再放送同意に係る紛争処理に関するあっせん・仲裁制度の整備

（2）電波法改正関係
　　① 通信・放送両用無線局の制度の整備
　　② 免許不要局の拡大
　　③ 携帯電話基地局の免許の包括化
（3）電気通信事業法改正関係 
　　① 紛争処理機能の拡充
　　② 二種指定事業者に係る接続会計制度の創設

図表5-1-3-1　通信・放送法体系の見直し

図表5-1-3-2　通信・放送法体系の見直しに係る主な改正事項

　近年、インターネット網のブロードバンド化、放送インフラのデジタル化等に伴い、通信と放送の垣根を越えた
サービスが登場するなど、通信・放送分野を取り巻く環境は急速に進展している。
　そこで、総務省では、通信・放送分野におけるデジタル化の進展に対応した制度の整理・合理化を図るため、各
種の放送形態に対する制度を統合し、無線局の免許及び放送業務の認定の制度を弾力化する等、通信・放送の法体
系の見直しを 60年ぶりに行い、第 174 回国会に「放送法等の一部を改正する法律案」を提出した（図表 5-1-3-
1、5-1-3-2）。

2
Chapter 通信・放送分野における改革3

（1） 通信・放送分野の新たな法体系



平成 22年版　情報通信白書232

情
報
通
信
政
策
の
動
向

第
5
章

第2部 情報通信の現況と政策動向

▶スマートグリッド/スマートメータの推進
▶ICTグリーン関連システムのスケールアウトの推進

ICTグリーンプロジェクト
▶パッケージでのアジア展開
▶地デジ等主要通信インフラの国際展開
▶ICT利活用モデルの国際展開

「次世代社会インフラシステム」の国際展開

▶高度ICT人材の育成
▶デジタルネイティブ世代の活用
▶BOP層を対象とした国際展開

デジタルネイティブ世代のパワー
等を活かした新事業の創出支援 ▶Jコンテンツの発信力の強化

▶コンテンツの活用による経済活性化
▶デジタルコンテンツ流通環境の整備

デジタルコンテンツ創富力の強化

▶ICTグローバル・コンソーシアムの構築
▶国際的なフォーラム(ISDB-Tインターナショナル・フォーラム）等
の活用推進

グローバル展開推進体制の確立
▶研究開発環境・人材のグローバル化プロジェクトの推進
▶ネットワーク基盤の構築（「アジア光の道」構想）
▶「知識・言語グリッドプロジェクト」の推進

アジア連携ネットワーク基盤の構築
▶政策金融制度の対象範囲・対象国の拡大
▶ODAを活用した社会基盤整備の総合的な推進
▶アジア高度人材ネットワークの形成

ファイナンス面での支援の充実・ODA資金の活用

Ⅰ. 3つの基本理念
●　日本のICT「総合力」の発揮

「課題先進国」としての国際貢献

 Ⅱ. 重点戦略分野
①重点推進プロジェクト

スマート・クラウド戦略
▶「知識情報社会」と新たな経済成長を実現　　▶「利活用戦略」「技術戦略」「国際戦略」の推進

②連携推進体制

③技術戦略

Ⅲ. 更に検討を進めるべき事項

▶「グリーン」「ライフ」「未来革新技術」分野の重点プロジェクトの推進
▶研究開発の成果展開の推進

研究開発戦略
▶標準化活動に対する支援
▶標準化に関する重点分野

国際標準化戦略

相手国と共に課題解決を図る人中心
のシステム作り

●　グローバルな「協働関係」の構築

グローバル市場の成長を取り込んだ
ICT産業への転換

●　ICTによる持続的経済成長の実現

図表5-1-4-1　�グローバル時代におけるICT政策に関するタスクフォース　国際競争力強化検討部会　�中間取りまとめの全体像

8 参考：ユビキタス特区：�http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2007/070618_5.html 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu02_000018.html

　情報通信産業は、名目国内生産額の約 1割を占める最大規模の産業であるとともに、我が国の実質GDP成長に
対する寄与率が極めて高く、今後の経済成長を支える戦略的産業と位置付けることができる。ICTによる持続的
な経済成長を実現するためには、情報通信産業の国際競争力を強化し、中国やインド等の新興国市場をはじめとす
るグローバル市場の成長を取り込むことが重要である。しかし、ネットワーク関連機器等のグローバル市場におけ
る我が国のシェアは必ずしも高いとはいえず、海外への積極的な事業展開、国際標準化活動の推進、人材育成等、
国際競争力強化のために解決すべき課題が山積している。
　総務省では、「ICT政策の在り方に関するタスクフォース・国際競争力強化検討部会 ｣において、コンテンツ事
業者、メーカー等を含む幅広い ICT関連企業によるオールジャパン体制でのグローバル展開を促進する方策につ
いて検討を行い、平成22年5月に中間取りまとめを行った。中間取りまとめでは、早急に実施すべき具体策として、
｢重点推進プロジェクト｣、｢連携推進体制｣、｢技術戦略｣について各種施策を実施すべきとしている（図表5-1-4-1）。

　 「ユビキタス特区」は、我が国が国際的に優位にあるユビキタスネットワーク技術等を活用し、世界の需要にこ
たえうる ICTサービスの開発・実証プロジェクトを「ユビキタス特区」8地域を中心に集中的に実施することによ
り、我が国 ICT産業の国際競争力を強化することを目的として、平成 20年 1月に創設され、22年度末までを実
施期限とするプロジェクトである。
　平成 19年度当初の募集要件である「ICT産業の国際競争力強化」に加え、同 20年度には「都市の国際競争力
強化」や「地域再生・産業創造」について新たに提案募集を行い、平成 22年 3月現在、82市区町村において 68
事業を推進している。

2
Chapter 国際競争力の強化と国際展開の支援4

（1） 「ユビキタス特区」事業の推進
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　総務省では、ICT産業の国際競争力を強化することとして、様々な取組を実施している。
ア　ICT 産業の国際展開の支援
　総務省では、我が国の ICT産業の国際競争力強化を目的として、我が国がとりわけ技術力を有するデジタル放送、
次世代 IPネットワーク及びワイヤレス分野について民間の海外展開に係る活動を戦略的に支援するため、ICT企
業が海外展開する際の総合的な支援や、海外での各種普及・啓発活動の実施、有用な各国情報の収集・整理等の活
動を行っている。
　特に、地上デジタルテレビジョン放送分野では、総務省は、官民連携で日本方式（ISDB-T 方式）の普及に取り
組んでおり、2006 年にブラジルが、2009 年にはペルー、アルゼンチン、チリ及びベネズエラが、2010 年 3月
にはエクアドル、同年 5月にはコスタリカ、同年 6月にはパラグアイ、フィリピンが、日本方式の採用を決定し、
中南米のみならずアジアにおいても日本方式が普及してきているとともに、南アフリカなど広く働きかけを実施し
ている（図表 5-1-4-2）。
　2009 年 9月には、ペルーにおいて採用国間での連携強化等を目的とした第 1回 ISDB-T インターナショナル
フォーラムが開催された。日本からは原口総務大臣をはじめとした官民代表団が出席し、日本方式採用国の大臣間
で、日本方式の更なる普及・拡大に向けた日本方式採用国間での協力等を目的としたリマ宣言への署名を行った（図
表 5-1-4-3）。2010 年 5月に第 2回フォーラムがアルゼンチンで開催され、日本からは内藤総務副大臣をはじめ
とした官民代表団が出席し、各国大臣等と今後のデジタル放送分野における協力等についての意見交換を行った。
　また、日本方式採用国における円滑な地上デジタルテレビジョン放送開始を支援するため、関係省庁・機関が連
携して、日本からの専門家の派遣及び各国技術者の日本への招へい・研修の実施などの技術移転・人材育成を実施
している。その結果、日本、ブラジルに続き、ペルーにおいても、2010 年 3月に地上デジタルテレビジョン放送
が開始された。
　さらに、技術標準化交渉における優位性を確保するための我が国の国際的プレゼンス向上や、二国間・多国間協
議を通じたアジアをはじめとする電気通信市場の競争環境整備にも取り組んでいるところである。

　総務省は、平成 21年度より、ICT重点 3分野の国際展開活動を加速化するとともに、我が国の高度な ICTイ
ンフラを活用した新規分野における国際展開を戦略的に進めるために、以下の 3つの事業からなる「ICT先進事
業国際展開プロジェクト」を実施している。
　①　ICT重点 3分野における途上国向けモデル事業（ユビキタス・アライアンス・プロジェクト）
　　�　重点 3分野（①デジタル放送、②ワイヤレス、③次世代 IPネットワーク）について、途上国の社会・経済ニーズに

対応したモデルシステムを現地で構築・運用し、その優位性の「見える化」と当該 ICTを展開する上での技術的・
制度的な課題の抽出を行うことにより、当該 ICTに関する我が国産業の国際展開加速のための環境整備を行うも
の。

　②　ICT先進実証実験事業
　　�　我が国が一定のアドバンテージを有すると認められる新規分野（通信・放送融合サービス等）について、技

術的課題等を検証し、課題解決策を導き出すことにより、新規ビジネスの創出や同ビジネスの国際展開を目指
すもの。

　③　ICT利活用ルール整備促進事業（サイバー特区）
　　�　ICT基盤の先進国の日本が、様々な分野で ICT利活用を進めていく上で新たに生じる制度的な課題（法制度、

慣習、社会規範等）を検証し、課題解決策を導き出すことにより、先進的なルール整備を早期に実現するもの。
　平成 21年度においては、重点 3分野における途上国向けモデル事業（ユビキタス・アライアンス・プロジェクト）
として、地上デジタル放送の日本方式（ISDB-T 方式）を活用した地上波デジタルテレビ放送システムに関するモ
デル事業など 15件、ICT先進実証実験事業として次世代デジタルサイネージモデルの確立など 5件、ICT利活
用ルール整備促進事業（サイバー特区）として雑誌コンテンツのデジタル配信プラットフォームの整備など 11件
を実施した。

（3）ICT 産業の国際競争力の強化

（2） ICT 先進事業国際展開プロジェクトの推進
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図表5-1-4-3　�ISDB-Tインターナショナルフォーラム第1回会合における日本方式採用�
5か国　担当大臣によるリマ宣言採択（2009年9月、於:リマ（ペルー））

※　�中央、原口総務大臣。その他、左からアルゼンチン・サラス通信庁長官、ブラジル・コスタ
通信大臣、ペルー・コルネホ運輸通信大臣、チリ・コルタサル運輸通信大臣

中国（独自方式）
（2007年8月開始）

フィンランド
（2001年8月開始）

エストニア
（2006年12月開始）

リトアニア
（2006年6月開始）

スウェーデン
（1999年4月開始）

デンマーク
（2005年7月開始）

英国
（1998年9月開始）

ドイツ
（2002年11月開始）

オランダ
（2003年4月開始）

ベルギー
（2003年7月開始）

フランス
（2005年3月開始）

スペイン
（2000年5月開始）

スイス
（2003年8月開始）

オーストリア
（2006年12月開始）

イタリア
（2003年12月開始）

チェコ共和国
（2005年10月開始）

ギリシャ
（2006年3月開始）

サウジアラビア
（2006年6月開始）

オーストラリア
（2001年7月開始）

日本（ISDB-T）
（2003年12月開始）

米国
（1998年11月開始）

カナダ
（2003年3月開始）

フィリピン（ISDB-T）
（2010年6月方式決定）

韓国 （ATSC）
（2001年10月開始）

台湾（DVB-T）
（2004年3月開始）

ブラジル（ISDB-T）
（2006年6月方式決定）
（2007年12月放送開始）

エクアドル（ISDB-T）
（2010年3月方式決定）

コスタリカ（ISDB-T）
（2010年5月方式決定）

ペルー（ISDB-T）
（2009年4月方式決定）
（2010年3月放送開始）

チリ（ISDB-T）
（2009年9月方式決定） アルゼンチン（ISDB-T）

（2009年8月方式決定）
（2010年4月放送開始）

パラグアイ（ISDB-T）
（2010年6月方式決定）

ベネズエラ（ISDB-T）
（2009年10月方式決定）

2010年6月現在
出典：OECD報告書他各種資料

日本方式（ISDB-T）
(Integrated Services Digital Broadcasting - Terrestrial)

欧州方式（DVB-T）　　　　　　　　　　　 
(Digital Video Broadcasting - Terrestrial)

米国方式（ATSC）　　　　　　　　　　　　  
(Advanced Television Systems Committee)

： 開始済 ： 予定

： 開始済 ： 予定

： 開始済 ： 予定

図表5-1-4-2　世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向

イ　データセンターの活性化
　ブロードバンドの発展に伴い、どこに保管されているデータであっても情報通信ネットワークを通じて自由に取
り扱うことができるクラウドコンピューティング化が進んでいる。これにより、データの保管場所であり、発信拠
点であるデータセンターは自由に選択可能となり、グローバルな環境下に置かれることとなったが、現状では、海
外データセンターから提供されるサービスを日本国内から利用することが著しく増加しており、我が国の総トラ
ヒック量のうち 4割以上が海外からの流入で占められている。データセンターは情報通信ネットワークと車の両輪
をなす重要な ICT基盤であり、新たな社会経済活動を生み出す求心力として重要度が高まっていることから、我
が国の情報通信産業の国際競争力を向上させるためには、国内に設置されたデータセンターの活用を図ることが不
可欠である。
　そこで、総務省では、平成 21年 5月から、「クラウドコンピューティング時代のデータセンター活性化策に関
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データセンターは、情報通信ネットワークと車の両輪をなす重要なＩＣＴ基盤。今後の社会経済発展のために、
国内データセンターのさらなる利活用が必要。

＜海外データセンター利用の場合の問題点＞

データセンターは所在地によらず自由に選択可能な状況となり、グローバルな競争環境下へ

課題①：
国際競争上の事業環境の差 課題②：国内データセンターの利点訴求不足

課題③：
国内データセンターの
利用を制約する課題

国内のサービス提供者：
データセンターはサービス提供拠点。海
外データセンター利用によりビジネス拠
点も海外流出。

集約化による効果が発生。大規模な
データセンターであればある程、コスト的
に優位な状況。

データセンター好適地で
あることが訴求されてい
ない

国内消費者保護法制
の適用が訴求されて
いない

サービス品質レベルの提示
があいまい
（国内事業者の説明不足）

どこからでもサービス提供が可能なた
め、日本で提供ができなければ、海外か
らの提供が可能。

どこからでもサービス提供が可能なた
め、エンドユーザーはどこからサービスを
受けているのか意識する必要がない。

エンドユーザー：
海外からのサービスは、国内消
費者保護法制による権利保障
がない。

情報通信産業：
海外からのサービスは国内事
業者の収益にならない。
さらには技術的基盤も流出。

社会経済活動全体：
社会経済活動の基盤、新産業
創出の基盤の海外流出。

著作権法の存在高コストである

特区制度の構築等 引き続き検討機器の耐用年数の見直し等

　　クラウドコンピューティングの登場

図表5-1-4-4　「クラウドコンピューティング時代のデータセンター活性化策に関する検討会」報告書の概要

　我が国は、資源に乏しく少子高齢化が進み、経済の成長力強化が喫緊の課題となっている。そのような状況の中、
世界最先端のブロードバンド環境が整備されているという強みを生かし、ICTを活用した生産性の向上に積極的
に取り組んでいく必要がある。
　総務省では、ICTの利活用による生産性向上を実現するために、関係機関と連携・協力しながら、ASP・SaaS
の普及促進や、ベンチャー企業による新たな ICTシステムの早期事業化への支援等に取り組んでいる。

2
Chapter ICTによる生産性向上5

する検討会」を開催し 9、同 22年 5月に最終報告書を取りまとめ、公表した（図表 5-1-4-4）。当報告書においては、
データセンターを容易に構築可能とする規制緩和のあり方を検討するための「特区」の設立、データセンター機器
に対する耐用年数のあり方等について提言されており、総務省では今後、当報告書を踏まえ国内データセンターの
活性化に向けた環境整備のあり方を検討する予定である。

ウ　地域コンテンツの海外展開
　コンテンツの海外展開については、政府の「知的財産推進計画 2010」（2010 年 5月知的財産戦略本部決定）に
おいても、「コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進」が柱の一つとされ、海外展開を促進し、国際競争力を高
めることが目標に掲げられている。
　総務省においても、コンテンツ市場の拡大やコンテンツ産業の育成に向けた施策を進めており、「ICT維新ビジョ
ン 2.0」においては、「デジタルコンテンツ創富力の強化」として、「海外の放送時間枠確保による地域コンテンツ
の海外展開を図る取組」が盛り込まれている。
　具体的には、平成 22年度から、地域の放送局等が地方公共団体や企業等と連携して、各地の自然や文化等を紹
介するコンテンツを製作し海外へ発信する機会を創出するための実証実験を実施し、海外の放送局において日本の
多様なコンテンツを展開し、その効果検証やノウハウ共有化を行う。このような取組により、我が国の情報発信力
やプレゼンスの向上を図るとともに、国際競争力の強化を実現する。また、地域のコンテンツ製作力の再生・強化
を促進し、観光客誘致等による地域活性化にもつながることが期待される。

9 参考：「クラウドコンピューティング時代のデータセンター活性化策に関する検討会」：http://www.soumu.go.jp/menu_sosiki/kenkyu/12556.html

http://www.soumu.go.jp/menu_sosiki/kenkyu/12556.html
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ICTベンチャー経営者が人材の確保で困ったり悩んだりした際に
解決に向けたアクションを考えるヒントを整理。

ICTベンチャーの経営者に求められる事業計画作成能力の向上
を効果的に支援する。

ICTベンチャー経営及び経営層候補の人材育成を図るため、大
学・高等専門学校等の教育機関で使用されることを想定。

「ICTベンチャー人材確保ガイドライン」の策定

「事業計画作成とベンチャー経営の手引き」の
策定
「事業計画作成支援コースの運営とベンチャー
支援上のポイント」の策定
「ICTベンチャー・リーダーシップ・プログラム」
の策定

平成19年2月

平成20年3月

平成20年4月

支 援 策年　月 目 的 等

「ＡＳＰ・ＳａａＳの安全・信頼性に係る
情報開示指針」を策定
「ＡＳＰ・ＳａａＳにおける情報セキュリ
ティ対策ガイドライン」の策定
「ＡＳＰ・ＳａａＳ安全・信頼性に係る情
報開示認定制度」創設

「データセンターの安全・信頼性に係る
情報開示指針」の策定

ＡＳＰ・ＳａａＳデータセンター促進協議
会の設置

ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者が医療情報を取り
扱う際の安全管理に関するガイドライン

ＡＳＰ・ＳａａＳ利用者によるサービスの比較・評価・
選択の支援
ＡＳＰ・ＳａａＳサービスに必要とされる基本的な情報
セキュリティ対策を指針化

上記情報開示指針及びガイドラインを踏まえて策定

ＡＳＰ・ＳａａＳ等の普及に伴い、今後の需要が見込ま
れるデータセンターの設置に係る要件等を整理し、利
用者による比較・評価・選択等に係る情報へのニーズ
に対応する。
上記指針の具体化、世界で最も優れたブロードバンド
インフラを有する我が国がアジアや世界の情報発信拠
点として発展するための取組を行う。
医療情報がＡＳＰ・ＳａａＳによって適正かつ安全に利
用され、医療情報におけるＡＳＰ・ＳａａＳの利用の促
進を図る。

総務省

総務省

（財）マルチメディア
振興センター

総務省

ＡＳＰＩＣ内に設置

総務省

平成19年11月

平成20年1月

平成20年4月

平成21年2月

平成21年7月

項　目年　月 策 定 者目 的 等

図表5-1-6-1　ICTベンチャー育成支援

図表5-1-5-1　ASPICの取組

　我が国 ICT産業が、グローバル競争の激化する中で更なる発展を遂げるために、イノベーションの担い手とし
て期待されているのが、先進的・独創的な技術やビジネスモデルによりニュービジネスを創出する ICTベンチャー
である。
　政府は、「第 3期科学技術基本計画」（平成 18年 3月閣議決定）において、「研究開発型ベンチャー等の企業活
動の振興」として、包括的な研究開発型ベンチャー支援策の強化を図ること等を、また、「経済財政改革の基本方
針 2008」（平成 20年 6月閣議決定）において、継続してベンチャー企業の創造を推進することをうたっていると
ころであり、総務省としても、関係省庁と連携しつつ、資金供給、人材確保・育成、情報提供等の面について、以
下のとおり ICTベンチャーの創業・成長を促進するための支援を講じている（図表 5-1-6-1）。
　また、創業後間もない ICTベンチャーに対して、独立行政法人情報通信研究機構による債務保証、税制（エンジェ
ル税制等）等の資金面での支援措置を講じている。

　ASP・SaaS の普及促進を図るため、総務省では、特定非営利活動法人ASP・SaaS インダストリ・コンソーシ
アム（ASPIC:ASP・SaaS Industry Consortium）と共同で、平成19年 4月に「ASP・SaaS普及促進協議会」10

を設立した。具体的には、これまで主に以下の取組が進められている（図表 5-1-5-1）。

（1） ASP・SaaS 普及促進協議会

2
Chapter ICTベンチャーの創出・成長支援6

10 参考：ＡＳＰ・ＳａａＳ普及促進協議会：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2007/070427_14.html

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2007/070427_14.html

